
【入力事例】

①利用申請者＝助成金事業の申請者（個人）

②助成金事業の申請は「電子システムで申請」、状況は「交付申請済、交付決定前」

③証明書の送付先：手続代行者

入力票

No 大項目 小項目 種別

1 利用申請日 利用申請日 入力項目

2 フリガナ

3 氏名

4 住所の郵便番号 111 ― 2222

5 住所

6 電話番号 090 ― 3333 ― 4444

7
利用申請者と助成事業の申請者、住
所が同じか

選択項目

8 助成金事業における手続代行の有無 選択項目

9 助成事業申請者の属性 選択項目

10
(１)助成事業申請者　氏名
　　(法人の場合は法人名）

備考参照

11 (２)　法人での申請の場合は申請者を入力 備考参照

12 助成事業申請者の住所_郵便番号 ―

13 助成事業申請者の住所

14
助成対象の住宅は分譲住宅に該当す
るか

選択項目

15 申請方法 選択項目

16
申請状況
（利用申請日時点）

選択項目

17 受付番号 備考参照

18 交付決定番号 備考参照

19 住宅の位置 入力項目

20 識別番号 備考参照

21
証明書
送付先

証明書　送付先 選択項目

22 手続代行者　郵便番号 333 ― 4444

23 　　　　　　　　住所

24 　　　　　　　　会社名

25 　　　　　　　　部署名

26 　　　　　　　　個人・担当者名

27 　　　　　　　　メールアドレス

28 助成申請者　郵便番号 ―

29 　　　　　　　　　　　　　住所

30 　　　　　　　　　　　　　部署名

31 　　　　　　　　　　　　　担当者名

32 　　　　　　　　　　　　　メールアドレス

入力・選択箇所

令和8年5月1日

利用申請者 入力項目

ｼﾝｾｲ ﾀﾛｳ

申請　太郎

備考参照

東京都新宿区新宿町１－１－１　〇×マンション101

１_助成事業の申請者と同一

有

1_個人

申請　太郎

2_手続代行者

証明書送付先
（手続代行者）

備考参照

東京都渋谷区渋谷５－５－５

××ハウス株式会社

助成金事業

営業部

8F1111１

東京都新宿区新宿町１２３－４５６７の一部

1_該当しない

1_電子申請システムでの申請

１_交付申請済、交付決定前

　代行　太郎

tarou.daikou@batsuhouse.co.jp

交付申請者が
法人の場合の
証明書送付先

備考参照

mailto:11115678@jaika.co.jp
mailto:11115678@jaika.co.jp
mailto:11115678@jaika.co.jp
mailto:11115678@jaika.co.jp
mailto:11115678@jaika.co.jp


　

（ ） （ ）

【入力内容が反映された利用申請書】 表面

【フラット３５】地域連携型利用申請書

利用申請日 令和8年5月1日（地方公共団体名）

＜東京都の助成金事業の事務執行団体＞
　　　公益財団法人東京都環境公社　　　理事長 殿

)

　以下の助成対象住宅について、【フラット３５】地域連携型を利用するため「【フラット３５】地域連携型利用対象証明書」の
発行を申請します。

利用申請者
氏名

フリガナ ｼﾝｾｲ ﾀﾛｳ

申請　太郎

- （ 2222 ）

誓約事項

☑ 【フラット３５】地域連携型を利用するに当たって、裏面の＜誓約事項＞記載の各事項を遵守することを誓約します。

承諾事項

☑ 【フラット３５】地域連携型を利用するに当たって、裏面の＜承諾事項＞記載の各事項を承諾します。

( 3333 ) － ( 4444

（【フラット３５】のお申込人）
※【フラット３５】のお申込み人が
２人の場合は、いずれかの方が
ご記入ください。

東京都新宿区新宿町１－１－１　〇×マンション101

TEL ( 090 ) -

住所
〒 （ 111 ）

1_電子申請システムでの申請 □ 2_郵送での申請

3_助成金交付後

受付番号 6F1111１ 交付決定番号 －

対象住宅の
住宅の位置

東京都新宿区新宿町１２３－４５６７の一部

申請状況
（利用申請日時点）

■ 1_交付申請済、交付決定前 □ 2_交付決定済、助成金交付前 □

【フラット３５】地域連携型利用対象証明書

助
成
事
業

助成事業名 東京ゼロエミ住宅導入促進事業（水準３）
助
成
事
業
申
請
者

氏名 申請　太郎

住所
〒 111 - 2222

東京都新宿区新宿町１－１－１　〇×マンション101

申請方法 ■

（融資申込者名）

申請　太郎 殿 発行番号 8F0002A

備考
　

（※）最新の東京ゼロエミ住宅設計確認書等（「東京ゼロエミ住宅設計確認書」から変更がある場合には、「東京ゼロエミ住宅設計変更確認書」、
　　　「東京ゼロエミ住宅認証書」が発行されている場合には同認証書）の記載と一致させること。

[地域連携型第３－１号書式] 金融機関提出用

　本証明書発行時点で、助成事業の助成事業申請者から申請を受けたこと、住宅性能が【フラット３５】の利用対
象となる水準であることを確認しました。

執行団体　確認印

事業番号 1 1 － 1

金融機関使用欄

（書式適用日）令和８年４月１日

３．地域活性化　（連携政策分野：上記以外）

取得する住宅の所在地
（地名地番） 東京都新宿区新宿町１２３－４５６７の一部

連絡事項
本証明書は、【フラット３５】のご契約時までに取扱金融機関に提出してください。提出
がない場合又は助成事業等の対象とならなくなった場合、【フラット３５】地域連携型の
利用ができないことがありますのでご注意ください。

融資申込者及び金融機関が、「地域連携」欄に記載・入力するコード：１．子育て支援「02」、２．空き家対策「04」、３．地域活性化「03」

2 1 1 6

【フラット３５】
地域連携型
の種別※

□ １．子育て支援　（連携政策分野：子育て支援、若年子育て、近居、同居）

□ ２．空き家対策　（連携政策分野：空き家対策）

■

3 0 0 0 1 －
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